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定期監査結果報告書の提出について 

 

 地方自治法第 199 条第 4 項の規定により、「市民協働安全課」の定期監査を実

施したので、同条第 9 項の規定により監査結果に関する報告書を提出する。 

 



定期監査結果報告書 

第１ 監査の概要 

１ 監査の対象 

    「市民協働安全課」における令和 3 年 4 月 1 日から令和 3 年 9 月末日

までの財務に関する事務の執行と重点項目として「補助金」について、

瑞穂市監査基準（令和２年瑞穂市監査委員告示第４号）に基づき、検査

を行った。 

    市民協働安全課は、課長以下職員 8 名、会計年度任用職員 4 名で次の

事務を行っている。 

 

     （1） 自治会に関すること。 

     （2） コミュニティセンターに関すること。 

     （3） 地縁団体に関すること。 

     （4） 消防、水防、防災及び防犯に関すること。 

     （5） 防災行政無線に関すること。 

     （6） 交通安全に関すること。 

      （7） 市民協働に関すること。 

      （8） ＮＰＯに関すること。 

      （9） 国際交流に関すること。 

     （10） 多文化共生に関すること。 

     （11） 自衛官の募集事務に関すること。 

 

２ 監査の実施場所及び日程 

   瑞穂市役所 

令和 3 年 10 月 15 日（金） 

 

３ 実施した監査手続 

    監査の対象となった財務に関する事務の執行及び「補助金」等の状況

について、提出された資料を基に、通常実施すべき監査手続を実施した。 

 なお、堀廉監査委員は病気療養のため、当該監査に関与しませんでし

た。 

 

 

第２ 監査の結果と意見 

 １ 財務について 

   市民協働安全課における財務の執行状況については、次のとおりで、

おおむね適正に執行されているものと認められた。 

令和 3 年 9 月末現在 

 予算額（円） 収入・執行済額（円） 比率(％) 

歳 入 115,490,000 6,221,216 5.4 

歳 出 1,231,364,000 523,945,590 42.6 

 



２ 補助金等について 

番号 内 容 監査の結果 監査の意見 

１ 

市民活動支援

事業補助金に

ついて 

平成 31 年度に「本田

校区 中学生のワール

ド・カフェ」事業へ瑞

穂市補助金交付規則に

基づいて、市民活動支

援事 業 補助 金 と して

22,183 円を交付した

が、対象となる事業・

目的・経費・補助率等

を定めた交付要綱は、

制定 さ れて い な かっ

た。 

 

【各年度当初予算】 

年度 
市民活動支援 
事業補助金 

H31 1,400,000 円 

R2 1,400,000 円 

R3 1,400,000 円 

 

【各年度執行済額】 

年度 
市民活動支援 
事業補助金 

H31 22,183 円 

R2 0 円 

R3 ※0 円 

※令和3年9月末現在 

 

 瑞穂市補助金等の交付に関する

指針で、「個別の交付要綱を定めて

いないものは、補助目的を明確に

するために要綱を必ず定め、実態

に合わせ適宜改正する。」となって

いるが、市民活動支援事業補助金

の交付要綱は制定されておらず指

針に反している。 

補助目的等を明確にするため

に、指針に基づいて要綱を制定す

べきである。 

２ 

消防協会活動

補助金につい

て 

平成 31 年度消防協

会活動補助金の事業実

績報告書を確認したと

ころ、食糧費 132,000

円（評議委員会弁当 80

食）が補助対象として

補助金に含め交付され

ていた。 

  

 瑞穂市補助金等の交付に関する

指針で、補助対象として相応しく

ない支出について「交際費、慶弔

費、飲食費、懇親会費、積立金、

慰安的な旅行に要する経費など受

益者負担で賄うべき経費は補助対

象外経費とする。」となっている

が、食糧費（飲食費）を消防協会

活動補助金に含め交付されてお

り、指針に反している。 

今後においては、指針に基づい

て食糧費（飲食費）を補助対象外

経費とすべきである。 

  



番号 内 容 監査の結果 監査の意見 

３ 

瑞穂市自治会

連合会補助金

について 

令和 2 年度瑞穂市自

治会連合会補助金の事

業実績報告書を確認し

たところ、瑞穂市自治

会連合会会計（以下「連

合会会計」という。）か

ら繰出金 1,075,000 円

を瑞穂市自治会活動傷

害給付事業会計（以下

「給付事業会計」とい

う。）へ支出していた。 

給付事業会計の令和

3 年 3 月 31 日現在の預

金残額（繰越金）は、

39,644,685 円 で あ っ

た。 

 

 

瑞穂市自治会活動傷害給付事業

規約第 7 条で、「本事業の資金は、

瑞穂市自治会連合会補助金により

運営する。」と規定されているため、

全て補助金で運営されていること

になる。 

瑞穂市補助金等の交付に関する

指針では、「会計年度の独立の原則

により、補助金を原資とした積立

（繰越金）は認めない。」となって

いるが、給付事業会計の令和 3 年 3

月 31 日現在の預金残額（繰越金）

は、39,644,685 円となっているた

め、連合会会計から傷害給付事業へ

の繰出金分の補助金廃止、傷害給付

事業の積立（繰越金）返還、自治会

活動保険加入への補助金交付等を

検討していただきたい。 

 

４ 

自治会活動振

興交付金につ

いて 

自治会活動振興交付

金（以下「交付金」と

いう。）に係る対象経費

一覧表を確認したとこ

ろ、親睦会（飲食）が

対象経費として記載さ

れていた。 

担当課によると、親

睦会（飲食）を対象経

費として認めている理

由は、親睦を深めるこ

とを目的とし、参加者

から一部負担金（会費）

を徴収している場合に

限り認めているとのこ

とであった。 

 

瑞穂市補助金等の交付に関する

指針で、補助対象として相応しくな

い支出について「交際費、慶弔費、

飲食費、懇親会費、積立金、慰安的

な旅行に要する経費など受益者負

担で賄うべき経費は補助対象外経

費とする。」となっている。 

自治会活動において、親睦会（飲

食）はあらゆる場で不可欠であると

考えられるが、交付金の財源が公金

であることから、瑞穂市補助金等の

交付に関する指針（補助金）に準じ

て親睦会（飲食）を交付金の対象外

経費として検討していただきたい。

 

 

 

番号 内 容 監査の結果 監査の意見 

５ 
食糧費につい

て 

自治会長懇親会等に

おける食糧費（自治会活

動事業費）が平成 30 年

度：120,000 円、平成 31

年度：148,906 円支出さ

れていた。また、市消防

操法大会食事代、県消防

操法大会慰労会食事代

等における食糧費（非常

備消防費）が平成 30 年

度：1,225,355 円、平成

31 年度：1,087,061 円、 

瑞穂市予算編成方針では、「食

糧費は原則なし」と示されてい

る。 

自治会長同士の親睦を深める

ため等、団員の慰労等を目的とし

て原則外で食糧費を支出してい

るが、原則外とする明確な食糧費

の支出基準等は無く支出されて

いるため、親睦、慰労等を原則外

として支出することが適正であ

るか検討し、明確な支出基準を設

ける等の適正な事務処理をして 

３ その他について 



番号 内 容 監査の結果 監査の意見 

  

令和 2 年度：200,435 円

支出されていた。 

 担当課によると、自治

会長同士の親睦を深め

るため等、団員の慰労等

を目的として原則外で

食糧費を支出している

が、明確な食糧費の支出

基準は設けていないと

のことであった。 

 

いただきたい。 

 

６ 
損害賠償につ

いて 

 令和 2 年度に瑞穂市牛

牧南部コミュニティセ

ンターつどいの泉の屋

外利用者による男子ト

イレガラス破損があり、

それに伴うガラス修繕

料（牛牧南部コミュニテ

ィセンター費）27,500 円

が支出されていたが、利

用者への賠償請求はさ

れていなかった。 

 

瑞穂市コミュニティセンター

条例第 14 条で、「利用者は、故意

又は過失による施設等を損傷し、

又は滅失したときは、それによっ

て生じた損害を賠償しなければ

ならない。ただし、市長が特別の

理由があると認められるときは、

この限りではない。」と規定され

ているため、利用者へのガラス破

損に係る賠償請求、又は請求しな

い特別な理由があるとするなら

ば決裁を作成し適正な事務処理

すべきである。 

 

７ 
ホームページ

について 

担当課のホームペー

ジにおいてリンク切れ、

内容更新がされていな

いものがあった。 

早急に修正するとともにホー

ムページ更新、事務のチェック体

制の見直しを図っていただきた

い。 

 

 

以上 

 


